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平成３１年度事業計画・収支予算について（案） 

 

 

平成３１年３月 28日 

全国農業再生推進機構 

 

 昨年度は、全国農業再生推進機構（以下、全国組織）が設立された初年度

であり、実需者と産地とのマッチングに向けた商談会やセミナーが中心に取

り組みを展開した。 

平成３１年度の取り組みについては、昨秋の与党とりまとめをふまえ、需

要に応じた生産を促す観点から、実需者、流通業者、生産者、そして都道府

県・地域再生協議会等の関係者と連携し、需要に応じた生産を推進していく

ため、以下のとおり事業を実施する。 

 

 

Ⅰ．平成３１年度事業計画（案） 

１．実需者と産地とのマッチングの支援 

（１）全国段階における実需者と産地とのマッチング支援 

ここ数年、中食・外食等の業務用向けのミスマッチが続いていること

に対して、実需者と産地とのマッチングに向けた全国的な機運を醸成し

ていく観点から、セミナーや商談会等を開催する。 

実需者と産地とのマッチングの支援にあたっては、前年度と同様に、

「米穀周年供給・需要拡大支援事業のうち業務用米等の安定取引拡大支

援（以下、周年事業という）」が措置されていることから、周年事業に応

募し、会員等と連携し取り組むこととする。 

なお、周年事業への応募にあたっては、おにぎりやカレーなどの用途

や価格、数量など安定した取引を望む実需者側のニーズと、生産・集荷・

販売で強みを持つ生産者団体の取り組みをうまく活かせるよう、会員団

体との共同実施などを検討する。 
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（２）マッチング事例の共有 

業務用向けの米に関するＱ＆Ａや、マッチングイベント等で成功した

取り組みなどについて、その勘所、ポイントなどについて整理を行い、

共有をはかる。 

 

２．会員関係者との連携や需要に応じた生産・販売の推進 

（１）需要に応じた生産・販売に関する情報発信・共有 

需要に応じた生産・販売の推進に資する情報については、会員をはじ

め関係者が今後の事業を判断するうえで重要なものであることから、農

林水産省からの情報提供等を活用し、ＨＰや会員情報等を通じて情報発

信・共有を行う。 

 

（２）都道府県・地域再生協議会との連携 

昨秋の与党とりまとめをふまえ、都道府県・地域の農業再生協議会と

の連携をはかる観点から、３１年産の目安や３２年産に向けた需給見通

しなど情報共有をはかるほか、生産・販売情勢等に関する個別の再生協

との情報交換や講師派遣、現地ヒアリング、優良事例などを通じて、全

国組織と産地との情報共有をすすめる。 

 

（３）会員関係者と連携した米の消費拡大に向けた取り組み推進 

  人口減少等による米の消費減退に対して、会員をはじめ関係業界で米の

消費拡大対策を進めているところであるが、米の消費が拡大されないと米

の生産・販売も進まないことから、統一広報や統一イベントの開催など、

関係者と連携した取り組みを検討する。 

 

（４）対外的な情報発信 

上記の情報に関しては、会員をはじめ、生産者・流通業者・実需者等

の米穀関係者に向け、全国組織ＨＰやプレスリリース等による対外発信

を行い、安定取引の拡大・強化に向けた意識啓発を行う。 

 



3 

３．会員間の情報交換および会員拡大 

  事業の推進に関しては、総会や幹事会等を通じ、会員間での情報交換お

よび連携した取り組みを行うとともに、関係者のさらなる参画に向けて、

会員拡大に向けた取り組みを引き続きすすめる。 

 

Ⅱ．平成３１年度予算（案） 

平成３１年度予算については、会員からの会費徴取は行わないが、事務

局にかかる人員・経費については事務局を担当するＪＡ全中にて対応する。 

なお、2020年度以降については、今後の事業実施状況をふまえ、会員

からの会費徴収等、必要な財政措置について、会員間での協議等を行い対

応について検討する。 

また、Ⅰの事業を実施するために必要な収入・支出額については、周年

事業の応募等をふまえ、対応することとする。 

以 上 

 


